
 

 

 

長周期地震動対策について 

 

 

１．これまでの経緯 

○国土交通省では、平成20年度より、建築基準整備促進事業を活用し、長周期地震

動を考慮した設計用地震動の作成手法の検討開始。 

○平成20～21年度の成果に基づき、「超高層建築物等における長周期地震動への対

策試案」を作成。平成22年12月より平成23年２月にかけて、意見募集を実施。 

 

※試案の骨子 

［超高層建築物等を建築する場合への対策］ 

・超高層建築物等の大臣認定の運用を見直し、①想定東海地震、東南海地震、宮城県沖地震の３地震に

よる長周期地震動を考慮した設計用地震動による構造計算を求めるとともに、②家具等の転倒防止対

策に対する設計上の措置について説明を求めます。 

・また、今回対象の３地震以外の地震や、複数が連動する場合の設計用地震動について余裕を持った設

計を行う場合の参考情報を提供します。 

［既存の超高層建築物等への対策］ 

・大臣認定を受けた超高層建築物、免震建築物のうち、今回対象の３地震による長周期地震動による影

響が大きいものについて、再検証し、必要な補強等を行うよう要請します。 

 

２．現状 

○意見募集の結果、以下のような意見を頂いている。 

・長周期地震動に対して何らか対応すべきという方向性には賛成。 

・南海地震や連動型地震等を対象地震に追加すべき。 

・入力だけではなく、クライテリアもあわせて提示すべき。 

・既存建築物への遡及は厳しく、緩和措置、補助等が必要。 

○また、東北地方太平洋沖地震による地震記録が多数観測されている。 

○今年度の建築基準整備促進事業（課題27-1、27-2、27-3、42）において、上記に

関する技術的検討を事業主体が実施しているところ。 

 

３．今後の方針案 

○本委員会の下に長周期地震動に関する検討ＷＧを設置した。本ＷＧにおいて、上

記の結果を踏まえ、成案化に向けた検討を引き続き行う。 

 

 

資料２－２ 
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超高層建築物等における長周期地震動への対策試案について 

 

平成 22年 12月 21日 

国 土 交 通 省  

住宅局建築指導課  

 

１．経緯 

長周期地震動については、平成 15 年９月の十勝沖地震の際に震央から約 250km離れた苫小牧

市内で、石油タンクがスロッシングを起こし火災が発生した原因の一つとして注目された。 

平成 21年９月には、地震調査研究推進本部（以下、「地震本部」という。）から、想定東海地

震、東南海地震及び宮城県沖地震を対象地震とした「長周期地震動予測地図」2009年試作版が

公表されており、周期 3.5秒以上の成分を対象とした長周期地震動が示されている。 

国土交通省では、独立行政法人建築研究所の協力のもと、平成 20年度より建築基準整備促進

事業を活用し、建築物を対象とした、既往の観測地震記録に基づく、長周期地震動の評価手法

の検討と、それを踏まえた長周期地震動を考慮した設計用地震動の作成手法の検討を行ってき

た。本検討の結果、建築物へ影響を与える 0.1～10 秒の幅広い周期成分を含めた設計用長周期

地震動の作成手法がまとめられた。 

本試案は、長周期地震動に対する超高層建築物等のさらなる安全性確保の重要性に鑑み、今

般まとめられた手法により作成される設計用長周期地震動を活用した、建築基準法（昭和 25年

法律第 201 号。以下、「法」という。）に関する、超高層建築物等における長周期地震動への対

策について、現時点までに得られた技術的知見に基づき、とりまとめたものである。 

なお、本資料は対策試案であり、今後国民の皆様のご意見を踏まえて十分に検討を行った上

で、対策をとりまとめることとする。 

 

２．対象地震 

本試案において対象としている地震は、地震本部が平成 21年９月に公表した「長周期地震動

予測地図」2009年試作版において、発生確率が高く、かつ発生した場合に大きな被害が予想さ

れるとしている、次に掲げる３つの海溝型地震（以下、「対象地震」という。）である。 

① 想定東海地震（Mw8.0） 

② 東南海地震（Mw8.1） 

③ 宮城県沖地震（Mw7.6） 

 

３．超高層建築物等における長周期地震動への対策 

（１）時刻歴応答解析による大臣認定を受ける建築物 

法第 20 条第一号に規定する認定を受ける高さが 60 メートルを超える建築物及び免震建築

物（以下、「対象建築物」という。）については、①及び②に掲げる対策を講じることとする。

ただし、建築基準法施行規則（昭和 25 年建設省令第 40 号。以下、「施行規則」という。）第

11条の２の３第２項第二号に定める軽微な変更により認定を受ける場合、この限りではない。 

① 現在、高さが 60 メートルを超える建築物及び免震建築物について、法第 20 条第一号に
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規定する認定を受ける場合、建築基準法施行令（昭和 25 年政令第 338 号。以下、「令」と

いう。）第 81 条第１項第四号の規定に基づき、平成 12年建設省告示第 1461号（以下、「告

示 1461 号」という。）に定める構造計算の基準に適合することを確かめることとしている。 

対象建築物における長周期地震動への対策として、告示 1461号第四号に定める構造計算

の適用において、極めて稀に発生する地震動として検討を行うこととしている地震動に加

えて、２．に掲げる対象地震によって建設地で発生すると想定される長周期地震動（極め

て稀に発生する地震動に対応する。）１波以上による検討を行うことを認定の審査において

求めることとする※１。ここで、対象地震によって建設地で発生すると想定される長周期地

震動は、別紙１に示す観測データに基づく手法により作成する設計用長周期地震動又はこ

の手法と同等以上に適切に長周期地震動を想定できると認められる手法により作成する少

なくとも周期 0.1～10 秒の成分を含み、継続時間が 500 秒以上の長周期地震動を用いるこ

ととする。なお、別紙１の 2.3 節に示す地域に建設する対象建築物については、同節に示

す条件を満たすことで、原則として、設計用長周期地震動による検討を省略できる。 

※１ 指定性能評価機関においては、認定に係る性能評価のための業務方法書について、必要に応じ見直

しを行う。 

② 超高層建築物等では長周期地震動によって家具の転倒等による被害が発生する恐れがあ

ると想定されており、家具の固定等による有効な転倒防止対策の必要性が指摘されている。

一方、例えば、下地材を設置していない建築物では家具の固定等の対策を講じることがで

きないといった指摘もある。このような状況を踏まえて、法第 20条第一号に規定する認定

の審査に際しては、認定の内容とは別途、家具等の転倒防止対策に対する設計上の措置に

ついてあわせて説明を求めることとする。 

（２）時刻歴応答解析による大臣認定を受ける工作物 

令第 139 条第１項第三号（令第 140 条第２項、第 141 条第２項及び第 143 条第２項におい

て準用する場合を含む。以下、同じ。）又は第 144条第１項第一号ロに規定する認定を受ける

高さが 60 メートルを超える工作物（以下、「対象工作物」という。）については、（１）①に

準ずる対策を講じることとする。ただし、施行規則第 11条の２の３第２項第二号に定める軽

微な変更により認定を受ける場合、この限りではない。 

（３）既存の超高層建築物等 

既存の高さが 60 メートルを超える建築物及び免震建築物のうち、大臣認定※２を受けた建

築物は、既に短周期成分から一定の長周期成分まで含む複数の地震動について、建築物が倒

壊・崩壊しないこと等を確かめているが、特に長周期地震動による影響が大きい一部の建築

物についての再検証を要請することとする。具体的には、所有者等に対して、別紙４に示す

方法によって「再検証対象建築物」と判定された建築物※３について、（１）①に示す長周期

地震動１波以上によって、告示 1461号第四号の基準に適合することの確認を行い、同基準に

適合しない場合、必要な補強等を行うよう要請することとする。 

※２ 平成 12年５月 31日までの法第 38条、昭和 56年６月１日から平成 12年５月 31日までの令第 81条の

２、平成 12年６月１日から平成 19年６月 19日までの令第 36条第２項第三号若しくは同条第４項、又

は平成 19年６月 20日以降の法第 20条第一号に規定する認定 

※３ 別紙４に一例として示した方法によって再検証対象建築物と判定されるものは、固有周期が特に長い

もので、全体の数パーセント程度と想定される。 
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（参考）超高層建築物等における長周期地震動に対応した設計のための参考資料 

 

長周期地震動については、今後も調査研究が進み知見が蓄積されていくものと思われる。こ

のような状況を踏まえ、余裕を持った設計を行おうとする場合の参考資料として、別紙５に今

回対象の３地震以外の地震や連動型地震による長周期地震動の作成手法をまとめたので、個別

の建築物の特性等を勘案し、必要に応じて活用されたい。 

（今後の長周期地震動の調査研究に関する進展について） 

これまでに大臣認定を受けた超高層建築物等については、短周期成分から一定の長周期成分

まで含む複数の地震動について、建築物が倒壊・崩壊しないこと等を確かめている。一方、長

周期地震動については近年急速に調査研究が行われ、超高層建築物等の固有周期が長いものに

ついて、構造安全上特に考慮が必要と考えられている。 

「超高層建築物等における長周期地震動への対策試案について」は、これまでの長周期地震

動に関する調査研究の結果を踏まえ、現状において必要と考えられる対策について示したもの

である。長周期地震動に関する調査研究は今後も引き続き進められ、さらなる知見が得られて

いくものと考えられる。例えば、地震本部では今後、南海地震等の海溝型地震や東海・東南海

地震など連動型地震による長周期地震動予測について検討することとしており、また、国土交

通省では、建築基準整備促進事業において、超高層建築物等の安全対策に関する検討や長周期

地震動に対する建築物の安全性検証方法に関する検討として、長周期地震動に対する安全性照

査のクライテリア等について検討を実施している。 

国土交通省としては、これらの長周期地震動に関する調査研究の結果を踏まえ、今回提案す

る長周期地震動への対策について、今後も必要に応じて適宜見直しを行っていく予定である。 
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「超高層建築物等における長周期地震動への対策試案について」に関するご意見募集について 

 

平成 22年 12月 21日 

国 土 交 通 省 

住宅局建築指導課 

 

近年、長周期地震動に関する調査研究が進んでおり、特に、超高層建築物等については、長周

期地震動による影響を適切に考慮する必要があると考えられています。これを受けて、超高層建

築物等における長周期地震動への対策について、別添の通り案をとりまとめました。 

つきましては、本案について、広く国民の皆様からのご意見を伺うべく、下記の通りご意見を

募集いたします。 

 

１．意見募集の対象 

「超高層建築物等における長周期地震動への対策試案について」（別添）、別紙１から別紙５

まで 

 

２．意見募集要領 

（１）意見募集期間 

平成 22年 12月 21日（火）～平成 23年２月 28日（月） 

（２）意見提出方法 

意見提出用紙に記入のうえ、以下のいずれかの方法で国土交通省住宅局建築指導課までご

意見を日本語にて送付して下さい。なお、電話によるご意見の受付は対応しかねますので、

あらかじめ御了承下さい。 

①郵送の場合 〒100-8918 東京都千代田区霞が関２－１－３ 

②ＦＡＸの場合 ０３－５２５３－１６３０ 

③電子メールの場合 kenshi@mlit.go.jp 

※郵送の場合は封筒の表面に、ＦＡＸ又は電子メールの場合は件名に、「「超高層建築物等に

おける長周期地震動への対策試案について」に対する意見」と明記して下さい。 

（３）注意事項 

・電子メールでのご意見送付の場合はテキスト形式、マイクロソフト社ワード形式又はジャ

ストシステム社一太郎形式（容量１ＭＢまで）としてください。 

・皆様から頂きましたご意見につきましては、最終的な決定における参考とさせていただき

ます。なお、頂いたご意見に対しての個別の回答はいたしかねますので、予めその旨ご了

承願います。 

・頂いたご意見は、住所、電話番号、電子メールアドレスを除き公開される可能性があるこ

とをご承知おき下さい。 
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３．資料の入手方法 

①ホームページへの掲載 

②窓口（国土交通省住宅局建築指導課）での配布 

 

４．問合せ先 

（１）本件の問合せ先 

国土交通省住宅局建築指導課 松井、田尻 

ＴＥＬ ０３－５２５３－８１１１（内線３９－５３７） 

（２）別紙１から別紙５までに関する問合せ先 

国土交通省国土技術政策総合研究所建築研究部 西山、向井 

ＴＥＬ ０２９－８６４－２２１１（内線４３１１） 
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